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Ⅰ．緒　言

要介護高齢者へ実施する口腔ケアは、ただ単に口腔清掃だけを目的とするのではなく、口腔

及び全身感染症の予防や口腔機能の維持などにも効果があり、要介護高齢者の生活の質の向上

につながることが明らかになってきている1）。2021年度の介護報酬改訂では、口腔衛生管理に

歯科専門職が関わる体制をより強化する方向となった。介護の現場において、歯科専門職が口

腔衛生管理を実施する際には、口腔ケアを担っている看護職や介護職と歯科専門職との連携の

必要性、歯科専門職による口腔ケア・マネジメントの必要性、口腔ケアシステムの標準化の必

要性などが指摘されている 2 ～ 5）。要介護高齢者施設で、口腔ケアは看護・介護業務の中の大

切な項目であり、その重要性も理解されている。しかし、看護職、介護職にとっては食事介助

や排泄介助の優先順位が高く、口腔ケアは簡略化・省略される傾向にある1）。そのため日常的

な口腔ケアは、手順を標準化して効率がよく効果的なケアの提供が求められている1）。角らは、

自分で口腔清掃が行えない要介護者に対して看護師・介護職・家族などが簡単に行え、安全で

効果的な電動歯ブラシを用いた口腔ケアシステムを提案している。その口腔ケアシステムの有

効性を検討した介入では、要介護高齢者のプラーク指数が改善し、施設職員の負担が軽減され

ている6）。
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電動歯ブラシは、1954年に障がい者の支援のために開発され、日本では1990年代より普及

が始まった。硬組織への影響や軟組織の損傷などの為害姓に留意し、適切に使用することによ

って、プラークと歯肉炎を減少させるという報告がある7）。電動歯ブラシは、音波歯ブラシ

（振動式、回転式）と超音波歯ブラシに分けられる。音波歯ブラシは、口腔乾燥がみられる高

齢者へ唾液刺激療法の補助として使用することができるという報告がある8）。超音波歯ブラシ

は音波歯ブラシに比べ、回転運動や激しい音波振動がなく、超音波を作用させることによる組

織の新陳代謝の促進などの効果も期待できる9）。このように電動歯ブラシは、ケア介入時間の

短縮、プラーク除去と歯肉炎の改善に加えて、口腔機能の維持への効果も期待できるが、要介

護高齢者における口腔ケアにおいて、電動歯ブラシを導入しているという報告は少なく、現状

は明らかではない。

本研究の目的は、入所型高齢者施設における口腔ケア介入時の口腔清掃用具の使用状況と口腔

機能訓練実施状況を把握し、今後電動歯ブラシが導入される可能性を明らかにすることである。

なお本研究では、口腔衛生を目的とした器質的口腔ケアを「口腔ケア」、口腔機能の維持向

上を目的とした機能的口腔ケアを「口腔機能訓練」と記すこととし、また電動歯ブラシと区別

するために一般的な歯ブラシを「手用歯ブラシ」と記した。

Ⅱ．対象および方法

１．対象および調査方法

2019年 6 月 1 日、WEBで公開されていた東京都（2,291施設）、神奈川県（2,304施設）、

千葉県（1,253施設）、埼玉県（1,197施設）の入所型介護福祉施設（介護老人福祉施設、介護

老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院、有料老人ホーム、軽費老人ホームA・B・

C型、認知症高齢者グループホーム、小規模多機能型居宅介護・看護小規模多機能型介護、養

護老人ホーム）全 7 ,045施設より、無作為に500施設を抽出した。その後に小規模多機能型居

宅介護・看護小規模多機能型介護の施設は、利用者が施設へ通って支援を受けるのが中心であ

ることが分かり、入所型として不適切と判断した。そのため、抽出した施設から小規模多機能

型居宅介護・看護小規模多機能型介護の施設を除外し、482施設の施設長または口腔ケア実施

担当の代表者を回答者として、郵送法によるアンケートの配布および回収を行った。調査時期

は2020年 1 月～ 2020年 3 月である。回収数は170（35.2％）であった。回答に明らかに不備

があり集計が不可能な 3 施設を除いた167施設のうち、施設入所者の介護度別人数に記載漏

れがない146施設（30.3％）を分析の対象とした。

２．調査項目

「施設の属性」、「口腔ケアについて」、「口腔機能訓練について」、「電動歯ブラシについて」

調査をした（表1）。各設問は選択による回答とし、選択肢から「その他」を選択した場合は

内容の記載を求めた。
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「施設の属性」では①施設の種類（介護老人福祉施設、介護老人保健施設、有料老人ホーム、

養護老人ホーム、その他）、②口腔ケア実施職員数（常勤・非常勤の別）、③現在入所者数、④

介護度別入所者数のほか⑤回答者の年齢・性別、⑥施設長・口腔ケア担当者の別の回答を求め

た。

「口腔ケアについて」は、①口腔ケア実施の有無、②口腔ケアを実施する職種（歯科衛生士、

看護師ホームヘルパー、歯科医師、その他）、③口腔ケアに使用する用具（手用歯ブラシ、電

動歯ブラシ、歯間ブラシ、デンタルフロス、タフトブラシ、舌ブラシ、粘膜ブラシ、保湿剤、

歯磨剤、ガーゼ、スポンジ、うがい薬）の回答を求めた。

「口腔機能訓練について」は、①口腔機能訓練実施の有無、②口腔機能訓練は誰が行うか

（入所者が自分で、口腔ケアを実施している職員、その他）、③「口腔機能訓練はいつ行うか

（口腔ケア実施時、口腔ケア実施時以外、その他）、④口腔機能訓練はどのような訓練を行うか

（舌体操、唾液腺マッサージ、お口の体操、その他）の回答を求めた。

「電動歯ブラシについて」は、①口腔ケアに使用している電動歯ブラシ（ソニッケアー、オ

ーラルB、ポケットドルツ、プリニア、リクリーン、その他）、②電動歯ブラシを使用してい

ない理由（値段が高い、管理が大変、手用歯ブラシで十分、電動歯ブラシを使用していいのか

わからない、その他）、③電動歯ブラシを使用したいか、④電動歯ブラシの清掃効果は通常の

手用歯ブラシよりも高いと思うかの回答を求めた。

表 1　調査項目の抜粋
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３．分析方法

調査の設問ごとに単純集計を行った。その後、施設の種類（介護老人福祉施設、介護老人保

健施設、有料老人ホーム、認知症高齢者グループホーム、その他）ごとに、「現在入所者数」、

「介護度別入所者数」、「口腔ケア実施職員数（常勤、非常勤の別）」および「口腔ケアを実施し

ている職種」、「口腔ケア実施の有無」、「口腔機能訓練の実施の有無」、「口腔機能訓練はいつ行

うか」、「口腔機能訓練は誰が行うか」について集計をした。

口腔ケアを「歯科専門職が介入している施設」の群と、「看護師、ホームヘルパーおよびそ

の他の職種のみが実施している施設」の 2 群に分け、「口腔ケア用具の使用状況」、「口腔機能

訓練実施状況」、「電動歯ブラシの使用」との関連をχ2 検定で評価した。また、電動歯ブラシ

を使用しない理由について集計した。統計解析はα＝0.05を有意水準とし、統計解析には

IBM SPSS Statistics ver.24（日本IBM、東京）を用いた。

本研究は、「目白大学人及び動物を対象とする研究に係る倫理審査委員会」において倫理審

査を受け承認された（承認番号：19-033、2019年10月17日承認）。

Ⅲ．結　果

有効回答を得た146施設の種類ごとの割合は、介護老人福祉施設56施設（38.4％）、介護老

人保健施設14施設（9.6％）、有料老人ホーム42施設（28.8％）、認知症高齢者グループホーム

30施設（20.5％）、その他 4 施設（2.7％）であった。その他の 4 施設はともに「グループホ

ーム」であった。「現在入所者数」および「介護度別入所者数」、「口腔ケア実施職員数（常勤、

非常勤の別）」を施設の種類ごとに集計したものを示す（表2）。介護老人福祉施設と介護老人

保健施設においては、入所者の収容人数が相対的に多く、入所者の介護度が高い傾向にあっ

表 2　施設入所者数と介護度別入所者数、口腔ケア実施職員数
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た。有料老人ホーム、認知症高齢者グループホームにおいては、施設の規模は相対的に小さ

く、介護度が低い入所者が多い傾向にあった。

「口腔ケア実施の有無」と「口腔機能訓練実施の有無」、「口腔機能訓練はいつ行うか」、「口

腔機能訓練は誰が行うか」について、施設の種類ごとに集計したものを示す（表3）。口腔ケ

アはほとんどの施設において実施されており、実施していなかったのは、有料老人ホーム 1

施設、その他の施設 2 施設のみであった。口腔機能訓練は介護老人福祉施設で45施設（80.4

％）、介護老人保健施設では13施設（92.9％）、有料老人ホームでは33施設（78.6％）、認知症

高齢者グループホームでは23施設（76.7％）の施設で実施していた。また、口腔機能訓練は、

口腔ケア実施時に行うのではなく、別の機会を設けて訓練を実施している施設が、介護老人福

祉施設で41施設（73.2％）、介護老人保健施設で11施設（78.6％）、有料老人ホームで30施設

（71.4％）、認知症高齢者グループホームで23施設（76.7％）であった。

「口腔ケアを実施している職員の職種」について、施設の種類ごとに集計したものを示す

（表4）。口腔ケアを実施している職種は、介護老人福祉施設では歯科衛生士の割合が最も多く

33.1％、次いでホームヘルパーが30.9％であった。介護老人保健施設でも歯科衛生士の割合が

29.7％と最も多く、次いでホームヘルパーが27.0％であった。有料老人ホーム、認知症高齢者

グループホームでは、ホームヘルパーが口腔ケアを実施している割合がそれぞれ43.2％、39.0

％と最も多かった。

表 3　口腔ケア・口腔機能訓練の実施の有無

表 4　口腔ケアを実施している職種
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入所者に対して「歯科専門職が介入している施設」は106施設（72.6％）、「看護師やヘルパ

ーおよびその他の職種のみが口腔ケアを行っている施設」は37施設（25.3％）であった。そ

の 2 群間で「口腔ケアに用いている用具」や「口腔機能訓練の実施の有無」「口腔機能訓練の

内容」との関連をχ2 検定で評価した（表5）。「歯科専門職が介入している施設」の場合には、

口腔ケアに用いている用具のうち「手用歯ブラシ」、「電動歯ブラシ」、「歯間ブラシ」、「タフト

ブラシ」、「舌ブラシ」、「歯磨剤」の項目が有意に高かった。口腔機能訓練の内容である「舌体

操」、「唾液腺マッサージ」、「口腔体操」では、 2 群間で有意差はなかった。

先の 2 群間で、「電動歯ブラシの使用について」、「電動歯ブラシを使用できるなら使用した

いか」、「清掃効果は手用歯ブラシより高いと思うか」との関連をχ2 検定で評価した（表6）。

「電動歯ブラシを使用している」と回答したのは、「歯科専門職が介入している施設」では 5

施設（4.7％）、「看護師、ホームヘルパーおよびその他の職種のみが実施している施設」では

2 施設（5.4％）であった。「電動歯ブラシを使用できるなら使用したいか」、「電動歯ブラシの

清掃効果が通常の手用歯ブラシより高いと思うか」について、「電動歯ブラシを使用できるな

ら使用したい」と回答したのは、「歯科専門職が介入している施設」では34施設（32.1％）、

「看護師、ホームヘルパーおよびその他の職種のみが実施している施設」では14施設（37.8％）

であった。「電動歯ブラシを使用したくない」と回答したのは、「歯科専門職が介入している施

設」では51施設（48.1％）、「看護師、ホームヘルパーおよびその他の職種のみが実施してい

る施設」では21施設（56.8％）であった。「電動歯ブラシの清掃効果が手用歯ブラシより高い

と思う」と回答したのは、「歯科専門職が介入している施設」では79施設（74.5％）、「看護師、

ホームヘルパーおよびその他の職種のみが実施している施設」では30施設（81.1％）であっ

た。、「手用歯ブラシより電動歯ブラシの清掃効果が高くないと思う」と回答したのは、「歯科

専門職が介入している施設」では14施設（13.2％）、「看護師、ホームヘルパーおよびその他

の職種のみが実施している施設」では 6 施設（16.2％）であった。

電動歯ブラシを使用しない理由について複数回答を得た（表7）。「値段が高い」、「管理が大

変」、「手用で十分」、「（電動歯ブラシを）使用してよいかわからない」については、「歯科専門

職が介入している施設」と、「看護師、ホームヘルパーおよびその他の職種のみが実施してい

る施設」との間で有意差はなかった。電動歯ブラシを使用しない理由として「その他」を選択

し、その理由の記載があったものについて、同一の意味内容をまとめたところ、電動歯ブラシ

を使用しないのは、「利用者が使用していない（16施設）」、「認知症の方への使用が難しい（5

施設）」、「電動歯ブラシを利用者が使いこなせない（2施設）」、「電動歯ブラシを介助者が使い

こなせない（1施設）」、「高齢者には電動歯ブラシは向かない（2施設）」、「義歯の人が多いた

め（2施設）」、「衛生面で手用歯ブラシが良いため（2施設）」と分類することができた。
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表 5　歯科専門職の実施と口腔ケア用具使用状況、口腔機能訓練実施状況との関連
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Ⅳ．考　察

2021年度の介護報酬改訂より、口腔衛生管理体制加算が廃止され、基本サービスによる取

り組みが求められることとなった。また、口腔衛生管理加算に評価区分が新設され、口腔衛生

管理に歯科専門職が係るという体制が 3 年の猶予をもって強化されることとなった。この改

定の根拠となる2015年の介護保険施設等における利用者等の医療ニーズへの対応の在り方に

関する調査研究事業で実施した調査10）によれば、介護保険施設における歯科衛生士の配置割

合は、最も多かった介護老人保健施設でも10.8％であった。介護保険施設において口腔衛生管

理体制加算を算定しない理由として最も多いのは「歯科衛生士（歯科医師）がいない」であっ

た10、11）。本調査では、歯科の専門職である歯科医師、歯科衛生士が看護職や介護職とともに

口腔ケアを実施しているのが106施設（72.6％）で、歯科専門職が介入をしている施設のほう

が、介入をしていない施設より多いという先行研究とは異なる結果となった。都道府県歯科医

師会では在宅歯科医療連携室を設置しており、訪問歯科診療や介護保険施設に従事する歯科衛

生士を確保する取り組みが行われている。また、未就業の歯科衛生士への復職支援も行われて

おり、介護保険施設に従事する歯科専門職は着実に増加しているものと考えられる。

表 6　歯科専門職の実施と電動歯ブラシの使用との関連

表 7　電動歯ブラシを使用しない理由（複数回答）
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１．口腔清掃用具の使用状況

近年、高齢者の残存歯が増えている12）ことによって、口腔内が多様化している。口腔清掃

用具は、ケアの目的や口腔内の状態によって使い分けることが必要である。例えば、最後臼歯

の遠心にはタフトブラシ、歯間部には歯間ブラシといった用具を使用することによって、プラ

ークを確実に除去することができる。本調査の結果では、歯科専門職とともに口腔ケアを実施

している施設で「手用歯ブラシ」、「電動歯ブラシ」、「歯間ブラシ」、「タフトブラシ」、「舌ブラ

シ」、「歯磨剤」を使用している割合が有意に高かった。口腔清掃用具の種類・用途・適用など

について習熟している歯科専門職の助言があってのことと考えられる。

残存歯が多数ある場合、歯磨剤の使用はう蝕を予防することに役立つ。歯磨剤に含まれるフ

ッ化物は、う蝕予防に最も根拠のある方法である。歯科専門職の介入がない施設では歯磨剤の

使用率が低い。使用しない理由として、要介護高齢者は歯磨剤使用後のうがいを十分にできな

いなどが考えられるが、その場合はペースト状ではなくフォーム状の歯磨剤を使用するなど、

代替の方法を提案できるのは、歯科専門職であると思われる。歯科衛生士が口腔ケアを行う際

には、フッ化物塗布や歯石除去など、口腔疾患の専門的予防処置を行うと同時に、口腔内の状

況をアセスメントし、ケアに必要な器具の選択と使用方法、場合によってはその購入方法1）

などを、口腔の専門職という立場から助言し他職種と連携をすることが求められている。

残存歯が増加傾向にあることから、今後、ますます多様化すると思われる要介護高齢者の口

腔の管理には、口腔ケアに使用する用具にも精通している歯科専門職の立場からの助言は必須

である。

２．口腔機能訓練実施状況

本調査結果では、口腔機能訓練も多くの施設で行われていることがわかった。口腔機能訓練

は、間接的訓練と直接的訓練に分けられる13）。本調査では間接的訓練である「食べ物を使わ

ない特異的な訓練の実施」について尋ねている。口腔機能訓練を、清掃を目的とした口腔ケア

とは別の機会に実施している施設は、146施設中106施設（72.6％）であった。口腔機能訓練

の一つである口腔体操は、口腔機能の維持に有効であることが報告されており14）、入所型の

施設などで集団で実施することも可能で、取り組みやすい。歯科専門職でなければできないと

いう内容でもない。しかし、要介護高齢者の口腔機能障害や能力障害のレベルは様々で、画一

的な訓練のみでは不十分なことも考えられる。要介護高齢者は口腔内が快適になり、楽しく、

安全で、おいしい食事ができることを望んでいる1）。そのためには歯科専門職による口腔機能

の評価や専門的口腔ケアが必要である。今後、高齢者施設に歯科専門職の配置がさらに進め

ば、対象者の経口摂取の状態や口腔機能について個人レベルで評価をすることも可能となりう

る。
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３．電動歯ブラシが導入される可能性

口腔清掃用具の適切な使用、口腔体操などの口腔機能訓練はその必要性が認識されてきたこ

とによって、入所型の高齢者施設において実施されており、特に「歯科専門職が介入している

施設」の場合、歯科専門職の助言によってより効果的なケアを提供しているものと考えられ

た。口腔ケアの用具は、手用歯ブラシを使用している割合が高く、口腔ケア用具を入所者の口

腔の状態によって使い分けている施設も多くみられた。しかし、本調査時に電動歯ブラシを使

用していたのは146施設中 7 施設のみであった。電動歯ブラシを使用しない理由を記述して

もらったところ、「高齢者の口腔内に電動歯ブラシは適さない」、「使用してよいのかわからな

い」などの記載が見られ、要介護高齢者の口腔内に電動歯ブラシを使用することに消極的であ

った。電動歯ブラシを使用する際には、手用歯ブラシとは異なったテクニックが必要であり、

歯科医師や歯科衛生士が利用者の口腔内の状況を把握したうえで、使用方法を指導することは

不可欠である。また、電動歯ブラシの特徴を理解して、使用方法や使用してよい対象者の口腔

内の状況を歯科専門職が判断していくことも必要となる。ただし、本調査では「歯科専門職が

介入している施設」でも「電動歯ブラシを使用したいと思わない」と回答しており、その理由

としては、入所者やその家族に電動歯ブラシを使用する習慣がなければ、認知機能が低下して

いる場合などに新たな導入は難しいこと、手用歯ブラシに比べて利用者の費用負担が増えるこ

となど、電動歯ブラシ導入の際の難点が示されている状況から、費用対効果が高いことが示さ

れなければ導入は見込めないことが示唆された。

本研究の限界は、第一に首都圏にて調査をしており、地方で同様の調査を行った場合とは異

なる点があることが考えられる。第二に、歯科専門職の介入頻度や詳しい介入の状況が分から

ず、歯科専門職の口腔ケアの実施の有無にとどまっている点である。

Ⅴ．結　論

電動歯ブラシを口腔ケア時に使用していた施設は146施設中 7 施設であり、ごくわずかで

あった。歯科専門職の介入の有無にかかわらず、手用歯ブラシよりも電動歯ブラシの清掃効果

が高いことは認識されていたものの、入所者やその家族に電動歯ブラシを使用する習慣がなけ

れば新たな導入は難しいことや、利用者の費用負担等が優先されている現状があり、電動歯ブ

ラシを使用した口腔ケアを積極的に行うには、費用対効果が高いことが示されなければ、導入

は見込めないことが示唆された。
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